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第１章 総 則

（本規則の目的）

第１条 この規則は、東京大学大学院学則（以下「学則」という。）及び東京大学大学院専門

職学位課程規則（以下「専門職学位課程規則」という。）中、各研究科において定めるよう

に規定されている事項及び東京大学大学院法学政治学研究科（以下「本研究科」という。）

において必要と認める事項について定めることを目的とする。

２ 本研究科における第１条の３に定める各専攻の教育課程、試験、入学及び修了等について

は、この規則に定めのあるもののほか、東京大学大学院法学政治学研究科管理運営規則第７

条第１項により研究科教育会議を構成する各専攻の教育会議の議を経て、これを定める。

（教育研究上の目的）

第１条の２ 本研究科は、理論的・歴史的な視野に立って法学・政治学に関する精深な学識を

発展させ、専門分野における研究及び応用の能力を培うことにより優れた人材を養成するこ

と、ならびに、国民や社会に貢献する高い志と強い責任感、倫理観を持ち、先端的法分野や

国際的法分野でも活躍しうる、優れた法律実務家を養成することを目的とする。

２ 各専攻の教育研究上の目的は、別に定める。

（研究科の専攻）

第１条の３ 本研究科の修士課程及び博士後期課程に総合法政専攻を置き、専門職学位課程に

法曹養成専攻を置く。総合法政専攻に、別表１に定めるコースを置く。

（学期）

第１条の４ 学年を４学期に分ける。

２ 各学期の期間は、学則第 条第３項により別に定められるところによる。

第２章 総合法政専攻

（教育課程）

第２条 １授業科目は、原則として毎週２時間の授業を行うものとする。

２ １授業科目の単位数は、 時間の授業時間をもって１単位とする。

３ 授業科目及び単位数は、別表１に定めるところによる。ただし、総合法政専攻教育会議の

議を経て、別段の定めをすることができる。

４ 学生が国内の他の大学の大学院、国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協

定の実施に伴う特別措置法（昭和 年法律第 号）第１条第２項に規定する 年 月 日

の国際連合総会決議に基づき設立された国際連合大学、外国の大学の大学院が行う通信教育
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又は外国の大学の大学院において、専門分野に関する科目を修得しようとするときは、前３

項の規定にかかわらず、学則第 条、第 条の２、第 条又は第 条の２の規定によるもの

とする。

５ 学生が標準修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し課程を修了す

ることを希望する旨を申し出たときは、学則第２条第７項に定めるところにより、総合法政

専攻教育会議の議を経て、これを認めることができる。細則については別に定める。

第３条 授業科目は、これを次の２種類に分ける。

（１）必修科目

（２）選択科目

（履修単位数及び履修方法）

第４条 修士課程においては、必修科目 単位及び選択科目 単位以上を履修し必要な研究指

導を受けなければならない。

２ 必修科目は、指導教員の指示に従い、所属コースの授業科目の中から履修するものとする。

３ 選択科目は、指導教員の承認を得て、所属コース又は他のコース、他の専攻若しくは他の

研究科又は教育部の授業科目の中から履修するものとする。

４ 指導教員の承認を得た場合には、学部の授業科目を、８単位を限度として、選択科目とし

て履修することができる。

５ 特別の事情のある外国人学生については、所属コースにおいて、前項の単位の限度を変更

することができる。

６ 授業科目の中、専攻指導に限り、８単位を超えて単位を取得することができない。

第５条 博士後期課程においては、必修科目 単位及び選択科目 単位以上を履修し必要な研

究指導を受けなければならない。

２ 必修科目は、指導教員の指示に従い、所属コースの授業科目の中から履修するものとする。

３ 選択科目は、指導教員の承認を得て、所属コース又は他のコース若しくは他の研究科の授

業科目の中から履修するものとする。

４ 指導教員の承認を得た場合には、修士課程又は専門職学位課程の科目を選択科目として履

修することができる。

５ 修士課程において 単位以上を取得した者は、指導教員の承認を得て、その超過単位数を、

単位を限度として、博士後期課程の選択科目の単位数に算入することができる。

６ 授業科目の中、専攻指導に限り、８単位を超えて単位を取得することができない。

（他の大学の大学院又は研究所等における研究指導）

第５条の２ 学則第 条に定める他の大学の大学院又は研究所等における研究指導は、指導教

員の申請に基づき、総合法政専攻教育会議の議を経て、これを許可することができる。

２ 前項に定めるもののほか、他の大学の大学院又は研究所等における研究指導に関し必要な

事項は、別に定める。

（履修科目届）

第６条 学生は、指導教員の指導を受けて、当該学年内において履修しようとする科目を定め、

指定の期間内に、所定の様式により届け出なければならない。

（受験届）

第７条 学生は、履修した科目について単位を取得しようとするときは、指定の期間内に、所

定の様式により届け出なければならない。

（定期試験）

第８条 定期試験は、授業の行われた学期の授業期間の末に行う。２学期にわたって授業の行

われた科目及び通年で授業の行われた科目については、最後に授業が行われた学期の授業期

間の末に、これを行う。ただし、試験を行うことなく、平常の成績又はリポート等により、

採点することを妨げない。

（追試験）

第９条 定期試験のほか、特に必要な場合は、別に定めるところにより、総合法政専攻教育会

議の議を経て、追試験を行うことができる。

（学位論文）

第 条 修士課程において学位論文を提出しようとする者は、所属コースに１年以上在学し、

単位以上を取得していなければならない。ただし、学則第５条第１項ただし書に定める特

例を認められる者については、この限りでない。

２ 学位論文は、指導教員の指導を受けて、指定の期間内に、これを提出するものとする。

第 条 博士後期課程において学位論文を提出しようとする者は、所属コースに２年（学則第

６条第１項に規定する法科大学院の課程を修了した者にあっては、１年）以上在学し、 単
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位以上を取得していなければならない。

２ 学位論文は、指導教員の指導を受けて、指定の期間内に、これを提出するものとする。た

だし、学則第６条第２項及び第３項に定める特例を認められる者については、この限りでな

い。

（最終試験）

第 条 最終試験は、所要の単位を取得し、かつ、学位論文を提出した者について、これを行

う。

２ 最終試験の期日及び試験の方法については、あらかじめ、発表する。

（学位の授与）

第 条 学則第５条第１項に定める修了要件を満たした者には、修士（法学）の学位を授与す

る。

第 条 学則第６条に定める修了要件を満たした者には、博士（法学）の学位を授与する。

（所属コースの変更）

第 条 所属コースの変更は、在学１年以上を経た者で特別の事情がある場合に限り、総合法

政専攻教育会議の議を経て、これを許可することができる。

第 条 所属コースを変更した者の変更後の修業年限は、総合法政専攻教育会議の議を経て、

これを定める。

第 条 所属コースを変更した者が変更前のコースにおいて取得した単位は、指導教員の認定

により、第４条又は第５条に規定する単位に算入することができる。

（専門分野の変更）

第 条 同一のコース内で、専門分野を変更しようとする者については、前３条の規定を準用

する。

（入学資格）

第 条 修士課程に入学することのできる者は、学則第 条第１項（第８号を除く。）の定め

るところによる。

２ 博士後期課程に入学することのできる者は、学則第 条第２項各号の定めるところによる。

３ 前項の場合において、学則第 条第２項第７号及び第８号の入学資格に関する規定を適用

し、その資格要件を認定する基準は、別に定める。

（再入学）

第 条 修士課程又は博士後期課程を中途で退学した者で当該課程に再入学を志願するものに

ついては、学年の初めに限り、総合法政専攻教育会議の議を経て、再入学を許可することが

できる。

第 条 再入学者は、退学前のコースに所属するものとする。

第 条 再入学者の修業年限は、総合法政専攻教育会議の議を経て、これを定める。

第 条 再入学者が退学前のコースにおいて取得した単位は、指導教員の認定により、第４条

又は第５条に規定する単位に算入することができる。

（修士入学）

第 条 本学大学院において修士の学位を得た者で更に修士課程に入学を志願するものの選抜

については、新たに入学を志願する者の例による。ただし、この場合においては、総合法政

専攻教育会議の議を経て、入学試験の一部を免除することができる。

第 条 前条により入学した者については、総合法政専攻教育会議の議を経て、在学期間を１

年とすることができる。

第 条 第 条により入学した者が前に在学したコースにおいて取得した単位は、指導教員の

認定により、第４条に規定する単位に算入することができる。

（博士入学）

第 条 本学大学院において博士の学位を得た者で更に博士後期課程に入学を志願するものの

選抜については、第 条の規定を準用する。

第 条 前条により入学した者については、総合法政専攻教育会議の議を経て、在学期間を２

年とすることができる。

第 条 第 条により入学した者が前に在学したコースにおいて取得した単位は、指導教員の

認定により、第５条に規定する単位に算入することができる。

（学則第５条第１項ただし書・第６条第２項及び第３項の特例）

第 条 本研究科修士課程においては、学則第５条第１項ただし書に定める特例を認めること

ができるものとする。

２ 本研究科博士後期課程においては、学則第６条第２項及び第３項に定める特例を認めるこ

とができるものとする。
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３ 前２項の場合の細則については、別に定める。

（大学院科目等履修生）

第 条の２ 学則第 条の２に定める大学院科目等履修生の受入れは、申請に基づき、総合法

政専攻教育会議の議を経て、これを許可することができる。

２ 前項に定めるもののほか、大学院科目等履修生の受入れに関し必要な事項は、別に定める。

（特別研究学生）

第 条 学則第 条に定める特別研究学生の受入れは、当該学生の所属する大学の大学院又は

研究科の申請に基づき、総合法政専攻教育会議の議を経て、これを許可することができる。

２ 前項に定めるもののほか、特別研究学生の受入れに関し必要な事項は、別に定める。

第３章 法曹養成専攻

（授業科目）

第 条 学生が履修すべき授業科目は、次の３種類とする。

（１）必修科目 必ず履修することを要する科目

（２）選択必修科目 数科目中一定の単位を選択することを要する科目

（３）選択科目 選択履修することができる科目

（科目の名称及び単位数）

第 条 必修科目、選択必修科目及び選択科目に属する授業科目の名称及び単位数は、別表２

に定めるほか、法曹養成専攻教育会議の議を経て定めるところによる。

（単位）

第 条 １授業科目の単位数は、毎週１時間 週をもって１単位とする。

（年次）

第 条 年次は、必修科目が置かれる学年を基準として設ける。

２ 必修科目が置かれる学年は、別表２において定める。

（法学既修者）

第 条 法学既修者として入学を認められた者は、１年在学し、１年次の必修科目のうち法曹

養成専攻教育会議の議を経て指定する 単位を取得したものとみなす。

２ 法学既修者として入学を認められた者は、２年次より履修を開始する。

（長期履修学生）

第 条の２ 学生が標準修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し課程

を修了することを希望する旨を申し出たときは、学則第２条第７項に定めるところにより、

法曹養成専攻教育会議の議を経て、これを認めることができる。細則については別に定める。

（履修の上限）

第 条 学生は、１年次には 単位を超えて、その他の年次には 単位を超えて履修すること

はできない。

２ 前項の規定にかかわらず、専門職大学院設置基準（平成 年文部科学省令第 号）第 条

の７第６号に定める認定連携法曹基礎課程を修了して入学した者その他登録した履修科目の

単位を別に定める基準に照らして優れた成績をもって修得することが見込まれる者として本

研究科が認める学生については、別に定めるところにより、１年につき 単位を超えない範

囲内で別に定める単位数までの履修を認めることができる。

（他の研究科及び専攻の科目）

第 条 学生は、選択科目の履修に代えて、他の研究科、学際情報学府、公共政策学教育部及

び本研究科の他の専攻に属する科目を 単位以内において履修することができる。ただし、

この科目を履修する場合は、あらかじめ、法曹養成専攻長の許可を受けなければならない。

（入学前の既修得単位の認定）

第 条の２ 専門職学位課程規則第 条第１項の規定により、入学前に本専攻の授業科目に関

し修得した単位は、 単位を限度として、入学後の本専攻の授業科目の履修により修得した

ものとみなすことができる。

２ 前項に定めるもののほか、入学前に修得した単位の認定に関し必要な事項は、別に定める。

（修了要件単位）

第 条 専門職学位課程規則第 条の定めるところにより、本専攻を修了して法務博士（専門

職）の学位を得るためには、別表２履修要件の項に定める単位を修得しなければならない。

（進級制）

第 条 １年次又は２年次に在籍する学生がその年次に必修とされている単位数の３分の２以
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上を修得しない場合又は必修科目の成績等が法曹養成専攻教育会議の議を経て定める基準に

満たない場合は、次の年次に進級することができない。その場合において、進級できなかっ

た学生の当該年度の履修単位はすべて無効とする。

２ ２年連続して進級することのできなかった学生は、学生の身分を失う。

３ 第１項後段及び前項の規定は、学生が学則第 条の規定により外国の大学の大学院に留学

する場合において、当該留学が法曹養成専攻教育会議の議を経て定めるものに該当するとき

は、適用しない。

（履修科目届）

第 条 学生は、当該学年内において履修しようとする科目を定め、指定の期間内に、所定の

様式により届け出なければならない。

（受験届）

第 条 学生は、履修した科目について単位を取得しようとするときは、指定の期間内に、所

定の様式により届け出なければならない。

（定期試験）

第 条 定期試験は、授業の行われた学期の授業期間の末に行う。２学期にわたって授業の行

われた科目及び通年で授業の行われた科目については、最後に授業が行われた学期の授業期

間の末に、これを行う。ただし、試験を行うことなく、平常の成績又はリポート等により、

採点することを妨げない。

２ 前項前段の規定にかかわらず、４月又は 月を開始月とする学期のみに授業が行われた科

目については、その次の学期の授業期間の末に定期試験を行うことができる。

（追試験）

第 条 筆記試験の追試験は、病気・事故その他のやむを得ない事由により、その年度の所定

の履修科目を受験することができなかった学生に対して実施する。

（入学資格）

第 条 法曹養成専攻に入学することのできる者は、専門職学位課程規則第 条が準用する学

則第 条第１項（第８号を除く。）の定めるところによる。

（再入学）

第 条 再入学に関しては、第 条、第 条及び第 条を準用する。

（大学院科目等履修生）

第 条 学則第 条の２に定める大学院科目等履修生の受入れは、申請に基づき、法曹養成専

攻教育会議の議を経て、これを許可することができる。

２ 前項に定めるもののほか、大学院科目等履修生の受入れに関し必要な事項は、別に定める。

附 則（抄）

１ この規則は、平成 年 月 日から施行し、改正後の東京大学大学院学則の規定は、平成

年 月 日から適用する。

４ 東京大学大学院法学政治学研究科規則の一部を次のように改正する。

附 則

１ この規則は、平成 年 月 日から施行する。

２ この改正に伴う経過措置は、別に定める。

附 則

１ この規則は、平成 年 月 日から施行する。

２ この改正に伴う経過措置は、別に定める。

附 則

この規則は、平成 年 月 日から施行する。

附 則（抄）

１ この規則は、平成 年 月 日から施行する。

５ 東京大学大学院法学政治学研究科規則の一部を次のように改正する。

附 則（抄）

１ この規則は、平成 年 月 日から施行する。
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４ 東京大学大学院法学政治学研究科規則の一部を次のように改正する。

附 則

１ この規則は、平成 年 月 日から施行する。

２ この改正に伴う経過措置は、別に定める。

附 則

この規則は、平成 年 月 日から施行する。

附 則

１ この規則は、平成 年 月 日から施行する。

２ この改正に伴う経過措置は、別に定める。

附 則

１ この規則は、平成 年 月 日から施行する。

２ 平成 年 月 日以前に法曹養成専攻の専門職学位課程に入学し、引き続き在学する者に

ついては、なお従前の例による。

附 則

１ この規則は、平成 年 月 日から施行する。

２ この改正に伴う経過措置は、別に定める。

附 則

この規則は、平成 年 月 日から施行する。

附 則

この規則は、平成 年 月 日から施行する。

附 則

この規則は、平成 年 月 日から施行する。

附 則

この規則は、平成 年 月 日から施行する。

附 則

１ この規則は、平成 年 月 日から施行する。

２ この改正に伴う経過措置は、別に定める。

附 則

この規則は、平成 年 月 日から施行する。

附 則

この規則は、平成 年 月 日から施行する。

附 則

１ この規則は、平成 年 月 日から施行し、改正後の東京大学大学院法学政治学研究科規

則の規定は、平成 年 月 日から適用する。

２ 平成 年 月 日以前に法曹養成専攻の専門職学位課程に法学未修者として入学した者の

うち、平成 年 月 日に２年次以上として在籍する者及び平成 年 月 日以前に法曹養成

専攻の専門職学位課程に法学既修者として入学した者については、なお従前の例による。

３ この改正に伴う経過措置は、別に定める。

附 則

１ この規則は、平成 年 月 日から施行する。

２ この改正に伴う経過措置は、別に定める。
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附 則

この規則は、平成 年 月 日から施行する。

附 則

この規則は、平成 年 月 日から施行する。

附 則

この規則は、平成 年 月 日から施行する。

附 則

１ この規則は、平成 年 月 日から施行する。

２ この改正に伴う経過措置は、別に定める。

附 則

この規則は、令和 年 月 日から施行する。

附 則

１ この規則は、令和 年 月 日から施行する。

２ 令和 年 月 日以前に法曹養成専攻の専門職学位課程に入学した者のうち、令和 年 月

日に３年次として在籍する者の３年次に履修することのできる単位数の上限については、な

お従前の例による。

３ この改正に伴う経過措置は、別に定める。

附 則

１ この規則は、令和 年 月 日から施行する。

２ 令和 年 月 日以前に法曹養成専攻の専門職学位課程に法学未修者として入学した者及び

令和 年 月 日以前に法曹養成専攻の専門職学位課程に法学既修者として入学した者につい

ては、なお従前の例による。

附 則

この規則は、令和 年 月 日から施行する。
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別表１ 修士課程・博士後期課程（総合法政専攻）科目表

コース 授 業 科 目 単 位

実

定

法

憲法特殊研究（国法学を含む。）

行政法特殊研究（地方自治法を含む。）

環境法特殊研究

租税法特殊研究

財政法特殊研究

国際法特殊研究

国際経済法特殊研究

２

２

２

２

２

２

２

憲法専攻指導（国法学を含む。）

行政法専攻指導

租税法専攻指導

財政法専攻指導

国際法専攻指導

国際経済法専攻指導

４

４

４

４

４

４

民法特殊研究

消費者法特殊研究

商法特殊研究

金融商品取引法特殊研究

民事訴訟法特殊研究

破産法特殊研究

刑事法特殊研究（刑法、刑事訴訟法、刑事学を含む。）

労働法特殊研究

社会保障法特殊研究

経済法特殊研究

国際私法特殊研究

知的財産法特殊研究

コンピュータ法特殊研究

金融法特殊研究

国際民事手続法特殊研究

国際取引法特殊研究

実定法特殊研究Ⅰ

実定法特殊研究Ⅱ

国際ビジネス法特殊研究

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

１

２

２

民法専攻指導

消費者法専攻指導

商法専攻指導

民事訴訟法専攻指導

破産法専攻指導

刑法専攻指導

刑事訴訟法専攻指導

刑事学専攻指導

労働法専攻指導

社会保障法専攻指導

経済法専攻指導

国際私法専攻指導

知的財産法専攻指導

国際ビジネス法専攻指導

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４
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基

礎

法

学

法哲学特殊研究

比較法特殊研究

英米法特殊研究

フランス法特殊研究

ドイツ法特殊研究

ロシア・旧ソ連法特殊研究

ＥＵ法特殊研究

中国法特殊研究

イスラーム法特殊研究

イベロ・アメリカ法特殊研究

日本法制史特殊研究

日本近代法史特殊研究

西洋法制史特殊研究

ローマ法特殊研究

東洋法制史特殊研究

法社会学特殊研究

現代法過程論特殊研究

基礎法学特殊研究

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

法哲学専攻指導

比較法専攻指導

英米法専攻指導

フランス法専攻指導

ドイツ法専攻指導

ロシア・旧ソ連法専攻指導

ＥＵ法専攻指導

中国法専攻指導

イスラーム法専攻指導

イベロ・アメリカ法専攻指導

日本法制史専攻指導

西洋法制史専攻指導

ローマ法専攻指導

東洋法制史専攻指導

法社会学専攻指導

インド法専攻指導

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

政

治

政治学特殊研究

政治過程論特殊研究

政治学史特殊研究

アジア政治思想史特殊研究

日本政治思想史特殊研究

行政学特殊研究

都市行政学特殊研究

政策学特殊研究

国際政治特殊研究

国際政治史特殊研究（ヨーロッパ外交史を含む。）

日本政治外交史特殊研究

アジア政治外交史特殊研究

ヨーロッパ政治史特殊研究

アメリカ政治外交史特殊研究

ロシア・旧ソ連政治史特殊研究

比較政治特殊研究

現代ヨーロッパ政治特殊研究

政治特殊研究

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２
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政治学専攻指導

政治過程論専攻指導

政治学史専攻指導

アジア政治思想史専攻指導

日本政治思想史専攻指導

行政学専攻指導

国際政治専攻指導

国際政治史専攻指導（ヨーロッパ外交史を含む。）

日本政治外交史専攻指導

アジア政治外交史専攻指導

ヨーロッパ政治史専攻指導

アメリカ政治外交史専攻指導

ロシア・旧ソ連政治史専攻指導

比較政治専攻指導

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４
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別表２ 専門職学位課程（法曹養成専攻）科目表

必修選択

の別
科目群 科 目 名 単 位

配 当

年 次
履 修 要 件

必修 ①

①

①

①

①

①

①

①

①

③

②

②

②

②

②

②

基本科目憲法

基本科目行政法

基本科目民法１

基本科目民法２

基本科目民法３

基本科目商法

基本科目民事訴訟法

基本科目刑法

基本科目刑事訴訟法

リサーチ、ライティング＆ドラフティング

上級憲法

上級行政法

公法訴訟システム

上級民法１

上級民法２

民事系判例研究

２

２

４

４

４

４

４

４

２

２

２

２

２

２

２

２

１

１

１

１

１

１

１

１

１

２

２

２

３

２

２

２

②

②

②

②

【上級商法１】

上級商法１（総合）

上級商法１（閉鎖会社）

【上級商法２】

上級商法２（総合）

上級商法２（Ｍ＆Ａ）

２

２

２

２

２

２

３

３

上級商法１及び上級商法２は、それぞ

れの授業群の中から１科目を選んで履修

する。それぞれの授業群から２科目以上

履修することはできない。

②

②

②

③

③

③

④

④

上級民事訴訟法

上級刑法

上級刑事訴訟法

民事実務基礎

刑事実務基礎

法曹倫理

法のパースペクティブ

現代法の基本問題

２

２

４

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

３

２

３

選択

必修
③

③

③

③

③

③

③

③

③

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑤

⑥

⑥

⑥

民事模擬裁判

刑事模擬裁判

民事弁護研究

民事事実認定論

法律相談クリニック

国際契約交渉

法と交渉

倒産処理研究

リサーチペイパー

倒産法

知的財産法

国際私法

労働法

租税法

経済法

環境法

国際法

国際租税法

国際経済法

国際人権法

２

２

２

２

２

２

２

２

２

４

４

４

４

４

４

２

２

２

２

２

３

３

３

３

３

２・３

３

３

２・３

２・３

２・３

２・３

２・３

２・３

２・３

２・３

２・３

３

３

３

【選択必修科目（２単位）】

民事模擬裁判、刑事模擬裁判、民事弁

護研究、民事事実認定論、法律相談クリ

ニック、国際契約交渉、法と交渉、倒産

処理研究及びリサーチペイパーのうち２

単位以上

【選択必修科目（４単位）】

倒産法、知的財産法、国際私法、労働

法、租税法、経済法、環境法及び国際法

のうち４単位以上（これらの科目は、後

述の展開・先端科目履修要件としてもカ

ウントされる。また、国際法は、後述の

国際法科目としてもカウントされる。）

【国際法科目】

国際法、国際租税法、国際経済法、国

際人権法のうち２単位以上。（これらの

科目は、後述の展開・先端科目履修要件

としてもカウントされる。）

ただし、入学前に国際法を履修してい

ない学生は、国際法を履修することが望

ましい。
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選択 ④

④

④

④

④

④

④

④

④

④

④

④

④

④

④

④

④

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

⑥

英米法総論

現代アメリカ法１

現代アメリカ法２

現代ドイツ法

現代フランス法

ヨーロッパ法

現代中国法

現代韓国法

比較法１

比較法２

現代法過程論

法と経済学

現代法哲学

法社会学

法制史１

法制史２

法医学

財政法

地方自治法

情報法

立法学

消費者法

信託法

社会保障法

裁判外紛争処理法

民事執行・保全法

金融商品取引法

会社労使関係法

租税と諸法

ビジネスプランニング

国際取引法

金融取引課税法

医事法

刑事政策

少年非行と法

経済刑法

国際民事訴訟法

資本市場と公共政策

国際商事仲裁

グローバル・ビジネスロー・サマープロ

グラム

英語で学ぶ法と実務１

英語で学ぶ法と実務２

研究論文

「演習」

４

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

２

６

２

２

３

２・３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

３

２・３

３

３

３

３

１・２・３

３

３

３

２・３

必修科目及び選択必修科目と合わせて

修了要件（９３単位以上）を満たす単位

数

【展開・先端科目】

科目群⑤及び⑥（上述の選択必修科目

の欄に挙げられている⑤及び⑥の科目も

含む。）のうち１２単位以上

科目群

① 法律基本科目基礎科目

② 法律基本科目応用科目

③ 法律実務基礎科目

④ 基礎法学・隣接科目

⑤ 展開・先端科目（専門職大学院設置基準にいう選択科目に該当するもの）

⑥ 展開・先端科目（専門職大学院設置基準にいう選択科目に該当しないもの）
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